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な
お
、
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内
容
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ほ
か
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詳
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市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
も
ご
覧
い
た

だ
け
ま
す
。

１ 部門別職員数の増減とその主な理由（各年４月１日現在）

部　門 平成24年 平成25年 増減 主な増減理由

普
　
通
　
会
　
計

一
般
行
政

議 会 6 6 0
総 務 企 画 149 156 7 事業、業務の増加
税 務 40 39 －1 業務の合理化
民 生 233 235 2 職員の配置転換
衛 生 43 45 2 事業、業務の増加
労 働 4 3 －1 事業の縮小
農 林 水 産 30 30 0
商 工 10 11 1 事業、業務の増加
土 木 50 52 2 事業、業務の増加
小 計 565 577 12

特
別
行
政

教 育 178 159 －19 業務の合理化
消 防 0
小 計 178 159 －19

公
営
企
業
等
会
計

病 院 78 78 0
水 道 24 27 3 事業、業務の増加
下 水 道 24 21 －3 業務の合理化
そ の 他 46 46 0
小 計 172 172 0
合計 915 908 －7

（単位：人）
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2 人件費の状況（平成24年度普通会計決算）

年度 歳出額（Ａ） 人件費（Ｂ） 人件費率 
（Ｂ／Ａ）

H24 36,457,365千円 6,156,587千円 16.9%

人件費の内訳
一般職員に関する人件費 5,377,281千円
市長、副市長、教育長 47,001千円
議員に関する人件費 212,491千円

各種委員に対する報酬 519,814千円
合　　　計 6,156,587千円

（注）対象者は、1部門別職員数の合計のうち普通会計に属する職員です。

3 職員給与費の状況（平成24年度普通会計決算）
給与費

職員数（Ａ）
給　　与　　費 一人当たり 

給与費 
（Ｂ／Ａ）給料 職員手当 期末・勤勉手当 計（Ｂ）

728人
2,647,151千円 449,922千円 939,087千円 4,036,160千円

5,544千円
65.6％ 11.1％ 23.3％ 100.0％

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。
　　２　対象者は、普通会計に属する職員で年間無給休業者等（15人）を除きます。

共済費

（注）１　共済費とは一般企業の社会保険料、労働保険料にあたるものです。
　　２　共済費には派遣者や休業者（18人）を含みます。
　　３　甲賀市は滋賀県市町村職員退職手当組合に加入し、退職金は退職手当組合から支給しています。

職員数（Ａ）
共　　済　　費 一人当たり 

共済費 
（Ｂ／Ａ）

地方公務員共済
組合負担金

公立学校共済
組合負担金

市町村職員互助
会負担金

退職手当組合
負担金

地方公務員災害
補償基金負担金 計（Ｂ）

746人 829,282千円 29,002千円 10,325千円 465,296千円 7,216千円 1,341,121千円 1,798千円

4 職員手当の状況（平成24年度普通会計決算）

扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務
手当

時間外勤務
手当

休日勤務
手当 宿日直手当 管理職手当 夜間勤務

手当
管理職員特
別勤務手当 合計

69,486千円 19,902千円 51,808千円 296千円 175,904千円 449千円 5,522千円 126,500千円 1千円 54千円 449,922千円
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区　分 甲賀市 国

期
末
・
勤
勉
手
当

（支給割合）

甲賀市の制度と同じ

扶
養
手
当

（支給額）

甲賀市の制度と同じ

住
居
手
当

（支給額）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（月額）
甲賀市の制度と同じ

通
勤
手
当

（支給額）

公共交通機関利用（最高限度）　　　55,000円／月

交通用具使用（月額）

 甲賀市の制度と同じ

5 職員手当の内容（平成24年度）

期末 勤勉 計
6月期 1.225月分 0.675月分 1.900月分
12月期 1.375月分 0.675月分 2.050月分

計 2.600月分 1.350月分 3.950月分
※職制上の段階、職務の級等による加算措置　有

配偶者 13,000円
扶養親族 6,500円

（配偶者がない場合の１人目） (11,000円)
満16歳になる年度から

満22歳になる年度末まで 加算 5,000円

借家・借間（最高限度） 27,000円

距離 金額
2km未満 －

2km以上5km未満 2,000円
5km以上10km未満 4,100円

10km以上15km未満 6,500円
15km以上20km未満 8,900円
20km以上25km未満 11,300円
25km以上30km未満 13,700円
30km以上35km未満 16,100円
35km以上40km未満 18,500円
40km以上45km未満 20,900円
45km以上50km未満 21,800円
50km以上55km未満 22,700円
55km以上60km未満 23,600円
60km以上 24,500円

特殊勤務手当
（平成24年度
普通会計決算）

支給総額 296,000円

職員全体に占める 
手当支給職員の割合 2.6%

支給職員１人当たり 
平均支給年額 15,632円

支給した手当の種類 
（手当数） 1

時間外勤務手当
（普通会計決算）

支給総額 
（Ａ）

臨時的な時間外手当
(選挙の投開票等） 

(Ｂ）

差引通常経費 
(Ａ)－（Ｂ）＝（Ｃ）

対象者数 
（Ｄ）

職員１人当たり 
平均支給年額 
（Ｃ）/（Ｄ）

24年度 175,904千円 24,514千円 151,390千円 541 279,834円

23年度 203,751千円 18,027千円 185,724千円 552 336,457円

（注）１　時間外勤務手当の支給対象者は平成24年度普通会計の職員数728人の内、管理職187人を除く541人です。
　　２　平成23年度の支給が多い要因は、東日本大震災の被災地支援や台風・水害対応が多発したことによるものです。

6 職員の平均給料月額及び平均年齢の状況（平成25年４月１日現在普通会計）

区　分
一般行政職　667名 医療職　30名 技能労務職　38名

平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢

普通会計 313,192円 40歳９月 288,523円 38歳６月 288,092円 51歳９月

平成25年12月1日 42013.12.15 　　　　2013.12.1 平成25年12月1日


